
非核三原則の堅持を求める意見書 

 

世界の恒久平和は人類共通の願いである。 

我が国は、広島、長崎への原子爆弾投下という惨禍を経験した世界で唯一の戦争被爆

国であり、二度とこのような惨禍を繰り返してはならないとの決意の下、戦後、平和国

家として歩みを重ねてきた。 

「核兵器を持たず、作らず、持ち込ませず」という非核三原則は、1967 年に佐藤栄作

内閣総理大臣によって表明され、1971 年には衆議院において非核三原則に関する決議が

行われて以来、我が国の重要な基本方針として歴代政府によって堅持されてきた。 

他方、今日の国際社会においては、多数の核兵器が依然として存在し、国際情勢の緊

張が続く中、核兵器使用の危険性が改めて懸念されている。 

佐渡市は、平成 26 年８月 15 日に「佐渡市非核平和都市宣言」を行い、世界で唯一の

戦争被爆国として広島・長崎の被爆の惨禍を繰り返させてはならないとの決意を示すと

ともに、日本国憲法の恒久平和を求める理念に基づき、我が国が非核三原則を堅持する

ことを求め、世界に対して全ての核兵器の廃絶を強く訴えている。 

未来を担う子供たちに平和な社会を引き継いでいくためにも、この理念は今後も大切

にされなければならない。 

よって、国会及び政府においては、世界で唯一の戦争被爆国として、今後も非核三原

則を堅持するよう強く求める。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

 

 

 

 

令和８年９月 29日 

新潟県佐渡市議会議長 坂 下 善 英 


